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＜全体評価＞ 

公立大学法人名桜大学評価委員会（以下「本評価委員会」という。）は、地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号、以下「法」という。）第７８条の

２第１項第３号、名桜大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

（平成２２年規則第１号）の第１７条の規定に基づき、公立大学法人名桜大

学（以下「法人」という。）から提出された「公立大学法人名桜大学令和３年度

業務実績報告書」について、法第１１条第 2 項第 2 号の規定により評価を行

った。 

評価に際しては、「公立大学法人名桜大学の業務実績評価に係る基本的

考え方」に基づき、当該報告書に関する法人へのヒアリング等を加味して調

査・分析を行った。なお、ヒアリングに際しては、本評価員会（各委員）が当該

報告書を事前に確認し、記述不足や不明瞭な箇所について法人に説明を求

めた。 

第２期中期目標・中期計画期間（平成２８年度～令和３年度）の業務実績

は、計画どおり実施した項目「ａ」評価が６４個、概ね計画どおり実施した項

目「ｂ」評価が４個あり、中期計画の達成に向けた取り組みが行われたと評

価することができ、ＰＤＣＡによる業務運営が継続的に実施できている（表１

参照）。 

教育の面においては、名桜大学 RESAS 研究会チーム、ヘルスサポートチ

ームが「地方創生☆アイデアコンテスト２０２０」において内閣府沖縄総合事

務局長賞・経済産業部長賞を受賞したことが、アクティブラーニングの成果と

して特筆される。研究に関する分野では、専攻課程によりバラつきが見られ

るものの、看護学部が科研費申請率 100％を達成したことは、よい兆候であ

り、今後の成果に期待が持てる。地域貢献においは、「タイムス地域貢献賞」

を受賞した生活困窮世帯の中学生に対する学習支援を始めとして、多面的

な取り組みが評価される。 

業務運営等については、法人の効率的な運営が図られるよう、理事長及

び学長のリーダーシップの下、大学の教育研究、組織運営に係る自己点検・

評価システムを適切に運用するための体制の構築ができたこと、外部資金

獲得に積極的に取り組み自己財源の確保に努めていること、新型コロナウ

イルス感染対策にタスクフォース会議の設置により迅速かつ適切に対応して

いることなどが挙げられる。その結果、令和２年度には、大学機関別認証評

価を受審、「大学評価基準を満たしている」との評価を受けている。 

以上のことを踏まえ、遅れている計画もあるが、総じて公立大学法人名桜

大学の第ニ期中期目標は、順調に達成されていると認める。 

 

 

 

 

 

 

（表１）第二期中期目標期間名桜大学業務実績報告書に関する法人評価の割合（１～６８全体） 

評 価 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ 合 計 備 考 

評 価 数 ０ ６４ ４ ０ ０ ６８  

割      合（％）  94.1 5.9   100.0  
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＜項目別評価＞ 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するために取り組むべき課題 評価 A：中期目標を順調に実施している 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の内容及び成果に関する目標

建学の精神および大学の使命・目的を踏まえた 3 つのポリシー「ディプロ

マ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）」、「カリキュラム・ポリシー（教育

課程編成・実施の方針）」、「アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）」

が公表され、このポリシーに従った北部 12 市町村をフィールドとする地域資

源を活用した多様な学習機会の提供による教育活動が展開・推進されてお

り、地域の課題解決に資する取り組みで、大学の個性・特性が発揮されてい

る。 

平成 30 年度の「アセスメント・ポリシー（学習成果の評価方針）」の策定は、

3 つのポリシーの実質化及び大学教育の質保証を担保するための取り組み

である。特に、学生の学習成果の把握及び可視化を目指した全学共通の

「卒業研究評価基準（ルーブリック）」による「卒業研究評価」、「学士課程別

の学習成果の中間評価」については組織的に教育方法を改善するものであ

り、これまで積極的な取り組みが見られた。また、３つのポリシーやそのアセ

スメントの手法が整うことで、学習の道筋を明確にする履修モデルコースの

設定が可能となり、さらに効率的で質の高い教育が目指せるようになったと

評価できる。 

主体的な学びの実現手法として目標としたシラバス（授業計画）の提出率

100％、アクティブラーニング実施率 100％が達成されている。今後、アクティ

ブラーニングについては、高大接続勉強会等でテーマとして取り上げること

で、高校生の学力向上という地域貢献も視野に入れた発展が望まれる。 

コロナ禍においては対面接触を避ける社会的要請から ICT を活用した学

習環境の再構築が求められる中、授業ではもちろんのこと、アクティブラーニ

ングを支える学習支援センター及びピアラーニングの局面においても ICT 化

を積極的に進めた姿勢は評価できる。ICT の進展にも係わらずオフィスアワ

ー、学習支援センターの利用率が減少している原因の究明を急がれたい。 

学習目標の達成度評価の取り組みについては、卒業論文評価ルーブリッ

クの策定、適用がなされている。卒業時の語学教育の成果評価を策定し、そ

の評価基準を達成するために、学生の語学力を調査し、教材提供、ワークシ

ョップの開催を行うなど、前向きな取り組みが見られる。また、基礎的な語学

力を身に着けた学生には留学の推奨、アドバンス科目の履修、外書講読な

どで能力の維持・向上にも努めている。また、外国語教員を採用し、地域ニ

ーズの高い訪日外国人に対応可能な人材育成を目指したカリキュラムも実

践されている。 

全学的に履修指導制度・支援体制を見直し、アカデミック・アドバイザリー

制度やピア・アドバイザリー制度を明文化したことできめ細かな学生への学

習支援が実現されている。また、充実したキャンパスライフを送るための学

生同士のピアサポートや、学習支援センターにおけるチューターの育成、ピ

アラーニング推進の取り組みが行われている。

「名桜大学型リベラルアーツ教育」については、ライティング力、英語教育、
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ICT スキル習得のほか、北部１２市町村を対象としたフィールドワークの実施

や「沖縄学」「沖縄の自然」「沖縄の言語」など地域理解や地域課題の解決に

つながる分野にも傾注がみられる。今後、「リベラルアーツ教育宣言」の実践

的な手法の構築を急がれたい。 

 

（２）学生の受け入れに関する目標 

アドミッション・ポリシーに基づき、意欲ある多様な学生を受け入れるため

多面的・総合的に評価する新たな入試制度が整備されている。また、外国人

留学生の入学者数を増やす取り組みについては、入学試験（出願資格・試

験会場）の改善により令和２年度までは志願者が増加したが、コロナ禍の影

響で現時点では減少傾向にあり、今後の改善に期待したい。一方、沖縄県

内の一般選抜の出願率の向上については、入試説明会・相談会、オープン

キャンパス、県内高校の進路指導担当者や校長との意見交換会などを通し

て、改善の兆候が見られる。 

北部地域の高等学校と「高大接続勉強会」を開催し、その中で企画・立案

された「入学前特別講座」、「入学前学習プログラム」を通して、高等学校の

ニーズに留意した高大接続を推進していることは評価できる。 

 

（３）教育の実施体制に関する目標 

アセスメント・ポリシーを策定・公開し、内部質保証体制を整備することで、

全学的な自己点検・評価活動の推進が緒に就いたと評価できる。 

教員の教育研究活動については、教員活動評価指針に基づく「年度目

標・自己点検評価シート」の運用によって適切な評価が実施されている。シ

ート運用も Web 上のアプリを通じて行うことで効率化が実現され、また、その

評価結果から能力開発のモチベーションを促す仕組みができている。図書

館の増改築、WiFi 環境の整備、デジタルコミュニケーションツールの活用な

どにより、教育と学習の情報基盤の整備も拡充され、「地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」の活用により、地域における教育学習活

動を積極的に支援・コーディネートできる専任教員及び職員が新たに採用さ

れ、学内外における教育の質の向上が大いに期待される。学生や保護者、

北部 12 市町村、沖縄県内の高等学校関係者との意見交換・懇談会などの

取り組みは、学生や社会のニーズを把握する観点から評価でき、今後も継

続していくことを要望する。 

 

（４）学生支援に関する目標 

学生のピア・サポート活動団体と教職員が協働し、新入生の大学適応へ

の支援やキャリア形成支援が推進されている。障がい等を有する学生への

理解を深めるための研修会の開催や支援プログラムの開発も行われている。

また、経済的に支援が必要な学生には、大学独自の奨学金の支給や授業

料減免の制度の利用を促すなど様々な学生支援が実施されている。今後は、

マイノリティの教職員・学生が安心して自分のマイノリティについて語ることが

できる安全な空間・場所（Safe Space）の設置、ないしは同様の趣旨の措置

等についても検討されたい。 

 

２ 研究に関する目標 

学長のリーダーシップのもと、名桜大学の特色を活かした研究（観光、健

康、経営情報、国際文化等）や地域の課題解決に向けた研究（健康、教育、

地域創生等）を学内外の研究助成制度を活用しながら、全学的に連携し推
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進されている。中でも、「大学院国際文化研究科国際地域文化専攻」（博士

後期課程）の研究の特色を生かした「琉球文学大系」の編集刊行事業の開

始は、琉球文学及び沖縄文化の基盤となる価値ある研究の推進となり、今

後の刊行を期待する。 

研究交流の面においては、海外協定大学の数を着実に増加させている。

研究交流の本格化を期待したい。研究費助成、サバティカル制度導入など

研究環境整備、図書館の検索システムの高度化など、研究支援体制を充実

させ、研究費コンプライアンス、研究倫理に関する教職員の意識向上の取り

組みも堅実に行われている。 

また、外部資金の獲得や研究水準の向上へ向け、科学研究費補助金の

説明会・個別指導の実施、さらに、外部研究助成に関する情報提供を行うな

ど、支援体制の充実・強化の取り組みがみられる。このほか科研費の申請

率の向上への取り組みにも意欲を感じられる。 

 

３ 地域貢献に関する目標 

地域貢献のため、地域のニーズを踏まえた研究を推進することを企図し、

「地域連携機構」をその窓口として明確に位置付け、設立団体や地域団体と

連携し、観光振興を目的とした「クルーズ船受入」のシンポジウムや、健康増

進を目的とした、「やんばる版プロジェクト健診」及びシンポジウムが行われ

た。特に、平成 30 年度に開催された健康に関するシンポジウムにおいては、

北部 12 市町村による「やんばる健康宣言」がされるなど、地域の課題の解

決に向けた取り組みとして評価する。 

大学で保有するシーズを地域に活用してもらう取り組みでは、図書館利用

の学外開放、シニアシチズン制度の実施、地方自治体職員研修への講師派

遣など、多様な学習機会を提供することに一定の成果をあげ、「タイムス地

域貢献賞」を受賞した名護市学習支援教室ぴゅあにおける取り組みを始め

とする、地域の児童生徒の学習支援は特筆に値する。北部教育研修センタ

ー実証実験の一部事業を再評価し、その後取り組んだ教員養成講座におい

ては、一定の成果が上がった一方、授業力向上研修、スーパーティーチャー

講座の後継とされる講座は受講希望者が少ない状況にある。内容は高く評

価できるものであり、今後の改善を期待する。 

そのほか、地域貢献・地域連携として看護学科の学生ボランティアによる

朝市健康支援活動、チアリ―ディング部による地域イベント参加など、好感

のもてる取り組みが評価できる。地域への人材定着に関する取り組みにつ

いては、５町村との連携協定締結、観光英会話実践講座実施、看護学科生

の北部１２市町村への定着を促す奨学金制度の運用などがみられる。 

 

４ 国際化に関する目標 

国際交流協定校が拡大したこと、その中でも授業料相互免除を基本とす

る協定校が令和３年度目標数値３０校を超え、３３校まで拡大したことは評価

できる。また、教員による海外の大学等との研究交流活動の推進、教育研

究活動の国際化に対応できる職員の能力開発が推進されてきたが、令和２

年度、３年度においてはコロナ禍の影響で海外大学訪問交流は実施されて

いない。 

外国人留学生定員の充足については、入学試験の改善、入学相談や入

試のオンライン化、入学した外国人留学生に対する日本語教育カリキュラム

の整備、日本語教員を目指す学生による学生支援（ピア活動）及び就職支

援も行われている。 
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日本人学生の留学希望者の支援については、事前学習プログラムを改善

し、海外渡航前の準備体勢を整えられるよう取り組みがなされている。英語

がベースとなる教育カリキュラムの設定、海外大学との交流を促進する取り

組み等が検討されたが、その後、この取り組みは世界で活躍できる人材を

育成するという教育目標に照らして再検討した結果、日本人学生による語学

習得はもとより、国際的な視点の獲得につながる授業とすべきという視点で

見直されることになっており、実現が期待される。 

以上の事から、教育の質の向上に関する目標を達成するための措置につ

いては、中期目標を順調に達成していると評価する。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するために取り組むべき課題 評価 A：中期目標を順調に実施している 

理事長は理事会及び経営審議会を、学長は研究教育審議会をそれぞれ

適正に運営し、経営と教学の円滑で一体的な合意形成に取り組んでいる。

大学の管理・運営については、理事会での学外理事及び経営審議会等での

学外委員による意見を取り入れ、業務改善等が行われている。また、定款及

び諸規則に基づき大学の業務運営が適切になされている。大学と設立団体

との事務手続き等を円滑に行うため、設立団体へ大学職員が派遣されてい

る。また、地域の課題解決へ向けた取り組みとして設立団体との懇談会など

意見交換の機会を設けコミュニケーションの強化が図られている。 

組織体制とその機能を定期的に点検・評価し、必要に応じて部署の新設、

統合、事務室配置の最適化による部署間の連携強化、また、看護学研究科

看護学専攻の博士後期課程への変更認可申請、国際学群の改組など、常

に環境の変化へ柔軟に対応する姿勢が見られる。 

外部人材を活用した業務委託で業務効率化を図り、ＩＣＴの管理体制につ

いても保守体制が強化され、オンライン講義等の運用の安定化が図られて

いる。 

人事の適正化については事務職員数が目標数値に未到達であるが、教

員選考の原則公募制の採用、外部人材の活用、人事制度の不断の見直し

と改善による優秀な人材確保への努力が認められる。 

教職員の適正配置については教育課程の再編、組織体制の見直しを通

じて推進され、資質向上についてはＦＤ及びＳＤによる能力開発が推進され

ている。 

以上の事から、業務の改善及び効率化に関する目標を達成するための措

置については、中期目標を順調に達成していると評価する。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するために取り組むべき課題 評価 A：中期目標を順調に実施している 

社会や地域のニーズ・課題を把握し、各種研究助成金等及び受託研究

費・受託事業費等の外部資金の獲得の努力がうかがえる。 

財務会計電算システムの高度化、決裁規則の見直しによる財務処理の効

率化、定期的な予算執行状況の点検などで予算の適切な管理がされている。

また、令和元年度に策定された「インフラ長寿命化計画」を基に、効果的か

つ安定的な財務運営に取り組むための第 3 期中期施設整備計画の着実な

実施に万全を期されたい。 

グラウンド等の有償貸与による保有資産の有効活用により、機会費用の

削減にも手堅い取り組みがみられる。 

以上の事から、財務内容の改善に関する目標を達成するための措置につ

いては、中期目標を順調に達成していると評価する。

Ⅳ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために取り組むべき課題 評価 A：中期目標を順調に実施している 

令和２年度に受審した大学機関別認証評価については「大学基準を満た

している」という評価結果であったことから、全学体制で自己点検、評価に取

り組み教育研究の質の向上を推進した取り組みがなされているものと判断

できる。さらに年度計画の策定と自己点検、内部質保証推進部会の整備な

ど、評価に必要な情報が整理される仕組みが整えられている。教育研究外

部評価委員については、より引き締まりのある評価を引き出すために、新た

なステークホルダーを構成員として参与させることが企図されている。 

大学の現状や各種の情報収集、調査分析、検証を行うＩＲ室を設置し、教

育・研究の質の向上のみでなく、必要に応じ時宜を得たデータを活用して説

明責任を果たすことができる体制が整えられている。大学の情報公開につ

いては、ホームページを活用して、中期計画・年度計画、業務実績評価結果、

定款、役員報酬規則及び理事会・経営審議会など各種学内情報を公表し、

大学広報誌でも多岐にわたる学事情報が発信されており、大学の教育、研

究、地域貢献等の情報に関しステークホルダーへの説明責任が果たされて

いる。 

以上の事から、自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する

目標を達成するための措置については、中期目標を順調に達成していると

評価する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するために取り組むべき課題 評価 A：中期目標を順調に実施している 

 

リスクマネジメントにおいては、学生や教職員の心身の健康やハラスメント

等に対応するため、各種研修会が開催されている。また、新型コロナウイル

ス感染症に対応するため、学長を中心としたタスクフォース会議を設置し、学

生や教職員の安全を確保すべく迅速な意思決定が行われたことは評価でき

る。このほか、防犯カメラ及びモニターが設置され、大学構内の安全の確保

にかかる整備も行われている。 

長期的展望に基づく施設整備計画としてインフラ長寿命化計画、第３期中

期施設整備計画を策定するとともに、高額備品調達、施設整備など一時的

で過重な財政需要が健全な大学運営を圧迫しないよう財政計画の視点を取

り入れた計画的な教育環境の整備が行われている。また、教育研究環境の

整備を計画的に推進し、多目的グラウンドの整備、図書館及び研究室の増

設、構内の駐車場整備や周辺環境と調和した緑豊かなキャンパス空間の整

備が実施されている。情報セキュリティの管理及び学内ＩＣＴ環境の整備も進

められている。 

以上の事から、その他業務運営に関する目標を達成するための措置につ

いては、中期目標を順調に達成していると評価する。 
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公立大学法人名桜大学評価委員会委員名簿 

区 分 氏  名 役職等  

委員長 花 城 良 廣 一般財団法人沖縄美ら島財団理事長 

委員長代理 比 嘉 恵 一 元名護市教育長 

委員 石 川 正 一 学校法人石川学園理事長 

委員 石 原 昌 英 国立大学法人琉球大学国際地域創造学部教授 

委員 泉 川 良 範 社会福祉法人 五和会 名護療育医療センター医療顧問 
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